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はじめに
こ れまで われ われは,1948 年 か ら17年 間に わた り英 国 のグ レー シャゞ 金属
仝 社(TheGlacierMetalCompany ）がタヴ ィ スト ック 人間関 係研 究所（TheTavistockInstituteofHumanRelations
） と共 同 し て実施 し てきた，業 務
組 織 と合理化 計画 につい ての一連 の共同 研究であ るグレ ーシャ ー計画 （TheGlacierProject
）を，経営管理 論 と経営組織 論 の史的展 開 の中で 取 り上げ て
きたl）。賃金交渉過程でみられる労使紛争の解決策を模索するという目的をもって開
始されたこの研究は，とくに西ロンドン郊外のアルパートン（Alperton ）にあるロ
ンドン工場を中心に展開された。同工場は，代表的な2 人の人物，同社社長兼会長
のウィルフレッド・ブ ラウン（WilfredBrown ）2）と調 査団 の リーダ ーであ るエ リ
オット・ ジャ ック ス（E1110ttJaques ）の知的好 奇心 とあ い まっ てノ産業 心理
学， 社会学， 経 営管理 論， さ らには経営 組織 論的 研究 に関 す る一 大実験場 と
化 す。 まさ に， このグレ ーシャー計画 は米国 の 「ホー ソン（工 場）実験」 に匹
敵 す るほ ど大 規模 な もの となっ た。
この計画 は長期 に及ぶ もので あ るが, その実験 経過 ぱ 目的 と内 容 によっ て，
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1948年から1951年までの第1 段階と,1952 年から1964年までの第2 段階に分
けられる。まず最初の期間では，①工場の社会構造に影響を及ぼす心理的・
社会的な諸力についての研究と, ②工場協議会に関する調査が行われた。次
の段階でぱ，①仕事それ自体の構造についての研究と，②仕事役割の特質 と
その役割の金銭的価値 との関係についての研究が実施された。だが調査内容
をみてもわかるように，第1 段階 と第2 段階ではその内容が質的に異なる。
すなわち，人間関係論的なものから課業論的なものへ切 り替わっている。 そ
れぱ社長であるブラウンの経営実践に関する政策変更の反映だと考えられる。
小稿は，同社の経営や組織についての政策の変更の背景を明らかにし， そ
れが経営者ブラウンの経営管理・組織概念にどのような影響を与えたかを検
討することを目的としている。 そのためには，①グレーシャー計画の研究成
果ぱもちろんのこと, ②当時の英国の社会的・経済的環境，さらに③当時支
配的であった経営管理思想からの影響 も考慮する必要があろう。
そこでまず最初に，われわれは，工場内の産業社会集団の動向について，
とくにグレーシャー計画の第1 段階でみられる彼らの賃金交渉過程に関する
産業心理学的な研究の成果から考察する3)。次に社会的・経済的環境からの影
響ついて，戦後英国政府の労働政策の基本方針の1 つである完全雇用維持政
策を取り上げる託 して最後に当時の人間関係論的色彩の濃い,産業民主主義，
労働者参加，モラールの向上 といった概念や経営管理思想のブラウンへの影
響についても言及することにする。
注
1 ） ①拙稿「グレーシャー計画の特質 と弓の経営組織論史上り章義 一ウィルフレ ッ
ド・ブラウンの所論を中心 としてー」『経営論集』第27号，東洋大学経営学部，1986
年,pp.33 ～66. これはブ ラウンの組織概念を中心にグレーシャー計画の概
要をまとめた ものである。②拙稿「心理学的均衡概念と公正理論」『現代経営学
説の探求』第6 章，中央経済社,1988 年,pp.162 ～197, これはジャックスの 公゛
正仕事給概念″を中心にグレ ーシャー計画全般についてまとめた ものである。
③拙稿「組織 と政策の変化 による労働移動プロセスへの影響－グレーシャー計
画前史:1899 年～1948年 －」『経営研究所論集』第14号，東洋大学経営研究所，1991
年3 月出版予定。これはタヴィ ストック調査団による最初の報告書に依拠
し，グレーシャー金属会社が当時 どのような問題 を抱えていたかを明らかにし
ようとした も。のである。
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） ここで ウィ ル フレ ッド ・ブ ラ ウンの経歴 について若干 触 れてお くこ とにす る。
彼 は,1908 年 に スコット ランドで生 まれ， ロサ ーノU・ スクール卒業後，グ ラ ス
ゴーで の事務 や販売 の職 を経 て1931 年 にグレー シャー金属会社 に入社した。l935
年に同社が公企業 になると同時 に経営陣に加 わり,1939年 に取締役社長（managingdirector
）兼会 長 となり全権 を引 き継く≒ 進歩的経営の実践，人間関係 論 に関 す
る最新 の手法 の導入 な どに尽 力 し,1964 年 には長年 にわた る業績 が認 めら れマ
クリハ ニッ シ男 爵の称 号 （SirBrown ）を授か る。 同社 がア ソシエ ー テッド・
エンジュ アリ ング ・グル ープ（AssociatedEngineeringGroup ）に吸収 さ れた
後 は， 子会 社 の社 長 と親会 社 の取締役 を兼任 し， その後，輸 出担 当大臣 （theMinistryofStateattheBoardofTradewithspecialresponsibilityforexports
－1965 ～1970 年 ） やブ ルネル大学 （BruneiUniversity ） の副総 長
（Pro-Chanceller ）を歴任 する。また,1970 年 には枢 密院議 員 に もなっ てい る。
このよ うにブ ラウン は長年 にわたっ て経営者 さらには政 治 家 として労使関係 問
題に携 わっ て きたのであ る。彼の経歴 につい ては主 とし て次 の著書 を参照 した。WilfredBrown,TheEarningsCo
がlict:ProposalforTacklingtheEnter.Henemann,London,1973.3
）I 章で は丿
たグレ ー シャ ー計 画 につ い ての報 告書8 篇の中 から労働 移動 に関 す る5 篇 を除
く3 篇 の資料 を中心 に検 討 す る。なお労働移動プ ロセ スの統計 学的 分析 にっ い
ては拙稿 『前掲論 文J1991 年 に詳 しい。
I. 組織内社会集団の経営政策に対する反応
山 グレーシャー計画に至る背景
グレーシャー金属会判:は，1899 年に2 人の米国人によって創業された，ベ
アリングと軸受用のホワイト・メタル（whitemetal) の鋳塊の製造と販売を
営む小さな冶金工場から出発した。その後平軸受（plainbearing ）の開発と
製造を中心に発展し.1950 年当時には，英国の軽工業界の指導者的専門会社
にまで成長した。同社は当時 としては近代的な設備を誇る欧州随一のベアリ
ング・メーカーであったu。
同社は，ベアリング需要の増大に伴い，生産部門やサービス部門を中心に
順調に成長してきたためか，グレーシャーで働くものたちは，熟練工ばなか
りでなく半熟練工にいたるまで， そこで働くことに自負心を抱いていた。し
たがって， その職場風土 も特異なものであった。その一例を挙げれば,1933
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年の不況時においてさえ,合同工業労働組合(AEU:AmalgamatedEngineeringUnion)
による組合の組織化を目的 とした,不熟練労働者に対するストライキ
命令にも従わなかったほどである≒
しかし，こうした労使関係の蜜月期 も長くは続かなかった。1935 年，同社
での生産システムの機械化に伴う職務の崩壊を原因( 男子の代替労働力とし
て低賃金の女子や年少者の不熟練労働者を雇用することに反対して) とする
ストライキが発生した。ちなみに同年グレーシャー金属会社は公企業に転換
した。まさにこうした状況の中でブラウンは経営陣に加わったのである。1941
年には,現場労働者の代表である職場委員会によって合同協議組織(jointconsultativestructure)
が設けられる。これに対して，ブラウンは，当時の
産業民主化の影響を受け，工場協議会(WorksCouncil) という労働者参加
のための組織作りを推進し，良好な人間関係に基づ く収益性と生産性の向上
を目論むのである。
第2 次世界大戦のさなか,軍需工場 となったグレーシャーでぱ,政府によっ
て設置された労使合同生産委員仝(jointproductioncommittees) での協議
に基づく生産体制が組まれた3)。しかし，グレーシャーばかりでなく，こうし
た軍需産業に転向した工場では労働移動が規制され，工場内は慢性的な人手
不足に陥いった呪グレーシャーでは労働力不足を解消すべく大幅な昇進・昇
格が行われ，このこ とが戦後問題を引き起こすことになる。
やがて，戦争が終わり労働移動の規制が解かれると，問題が一気に噴き出
す。軍需生産から平時生産への切り換えに伴い大幅な労働移動が起こった。
それも自己都合退職者数を中心とする労働移動が増加したのである5)。こうし
た労働者の頻繁な移動という事態は，戦時中の地位と賃金の不均衡問題を表
面化させ， その是正に向かわせた。ブラウンによるタヴィストック調査団へ
の業務組織再編のための調査要請，いわゆるグレーシャー計画は，こうした
状況に中で実施されたのである。
(2) 協議機関の動向 と労働者集団の反応
グレーシャーでは，すでにみてきたように，戦時中の人手不足解消策とし
ての大幅な昇進・昇格人事が行われた。 それが一転して，戦後の労働移動の
自由化によって降格人事に切り替わった。 そのため産業社会集団のモラール
はかなり低下した。これに対してブラウンは，戦時中設置された合同生産委
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員 仝 をよ り民 主化 した業 務 組 織 につ く りか え るた め に タ ヴ ィ スト ッ ク人 間 関
係 研 究所 に調 査 を依 頼 す る。旧 来 の機 械 的 組織 を 人 間 関 係 論 の 考 えに沿 っ て，
つ ま り個 人 間 の イン フ ォ ー マ ル な連 帯 を増 進 さ せ る こ とを 目 的 とした 組織 改
革 の推 進 を 試 み た ので あ る。 例 え ば， 労 使 協 調 を 目的 とす る工 場 協議 会 に よ
る経 営 参 加 制 度 を導 入 す るが ， と く に下 級 管 理 階 層 にお い て 身分 の不 均 衡 に
よ り不 公 正 な 賃金 格 差 が発 生 し， その 原 因 が 制 度 にあ る こ とが分 かっ た。 ブ
ラ ウン の 人 間 関 係 論 的 施 策 が 失 敗 し た ので あ る。
そこで 次 に,1949 年 か ら1950 年 に か け て の， ロ ン ド ン工 場 のサ ービ ス部 門
と ラ イン ・ シ ョ ップ にお け る出来 高 給 （piecerate ） か ら歩 合 給 （flatrate ）6)
へ の賃 金 支払 方 式 の切 り替 えプ ロセ スで み られ る協 議 制度 と産業 社会 集 団 の
反 応 を 整 理 し て み よ う≒
1) サービス部門(ServiceDepartment)1949
年1 月に経営側からの賃金切り替え提案についての話し合いがもたれ
た8)。こうした問題を処理するために，工場委員会(WorksCommittee) ，事
業部長(DivisionalManager), そして工場管理者で構成される賃金委員会(WageCommittee)
が設立された。それは,1948 年2 月に事業部長によって初めて
議題になった歩合給への変更問題を討議する必要に迫られていたからである。
サービス部門の主たる業務である修理作業は，経験 と即興的な技能が要求さ
れるため，出来高給は向いていなかった。そこで働く人々は，それまでの ミ゛
ニッツ・システム″(minutesystem) と呼ばれる請負作業システムに対して
不満を抱いていた。これは各職務を秒・分で測定する方式で，以前の経営陣
が採用したものであった。 その結果，不熟練工の方が熟練工よりも賃金が上
であるという不公正が起こっていた。そのような賃金支払方式によるストレ
スが，生産性とモラールの低下の原因となっていることを労使共に認識して
いた。何度かの話し合いの中から，出来高給を歩合給に切り替える機運生ま
れ,1948 年12月に事業部長は，熟練工会議を招集し，平均歩合給額(2 シンリ
グ8 と3/4ペンス) を提示した≒ しか七，この数字は，熟練工一人当たり1 時
間1 ペニーの減額となるので，従業員の中から賃金切り替えに対して慎重論
を唱えるものが出てきた。結局，経営側は実質的な賃下げの代替策として雇
用の保障を約束した。
これに対して現場レベルでは，出来高給労働者による集団討議がなされ，
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次の3 つの事項を決定した。
①賃金に関しては基本賃串プラス65％を確保すること。
②安全・保障問題では，賃金切り替えの効果がみられなくとも再び低率の
出来高給へ戻らないこと。
③モラール問題てTは，部門監督者の強圧的な態度を改善すること，職場の
雰囲気を改善すること，さらに経営者の真意を探ること呪
その後，職場委員会あるいは賃金委員会での討議や投票を経て，同年6 月21
日，職場委員会は，新しい賃金支払制度に対して次のような条件を付して
その導入を承認し,6 月28 日に新しい制度は実施のはこびとなった。
その際の条件 とは，
①技能に基づく，より均等な(equable ）な賃金支払方式にすること。
②出来高賃串の問題点を改善するとともに，変則的な賃金をやめること。
③公正な（fair）な賃金を支払うこと，などであった呪
このようにサービス部門での賃金切り替え問題は，メンバーによる政策立
案への参加の場 としての職場協議会の設立を促した。しかし，調査団は，こ
の一連の協議プ ロセスへの参加を通じて，不公正な賃金が，すべての集団間
の緊張やモラールの低下の原因となっているこ と， そのために公正な賃金を
測定する尺度の開発の必要性を実感したのである。 そしてこれが後にジャッ
クスの公正仕事給概念へと発展していった。
2) ライン・ショップ(LineShop)
：サービス部門が賃金切り替え問題との関連で職場協議会の設立に向けて動
き出した反面，ラ千ン・ショップでは，労使協議について無関心であった。
そこで,1949年]レ1月，ライン・ショップの労働者委員会(worker'scommittee)
は,タヴイストック調査団にその原因の解明についての調査協力を依頼したl‰
当時の職場は，増大する製品需要を満たすために組織の拡張に迫られてい
た。ライン・ショップで扱う製品は高度精密製品であるとはいえ， それほど
専門的な工学的技能を必要としていなかった。ただ，単純繰り返し作業では
あるが，多少の技能が必要であった。操業が数日から数週間までに及ぶとい
う，このようなライン現場の労働者に対して，職務の変更が頻繁に行われて
いた。こうした労働移動の激しい，切迫した雰囲気の中で働く労働者は，か
なりのストレスを感じていた。さらに，自動車用部品とたぶんに競争的な製
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品 を 扱っ て い た た め， 作業 量 は か な り変 動 的 で あ っ た。 その た め作 業 上 の ス
トレ スに加 え， 雇 用 調 整 の 対 象 と な る危 機 を感 じ る もの た ち は， 雇用 と身 分
の保 障 に不 安 感 を， 経 営 陣 に は 不 信感 を抱 い てい た 呪
すで に述 べ た よ う に ラ イ ン ・ ショ ップ の メ ン バ ー は 労 使 協 議 に対 し て無 関
心 で あ り， 職 場 の 雰 囲 気 は， 社 会 的 ・ 経 済 的 変 動 に よ る製 品 需 要 へ の影 響 に
伴 う職 場 内 の作業 シ ステ ムや管 理 シ ス テムの変 更 に よっ て 次 第 に悪化 して いっ
た。
調 査団 の1 人 ラ イ ス（A.K.Rice ）は こ う した状 況 を分 析 す る た め にバ イ オ
ン（W.R.Bion ）の 集 団 行 動 に関 す る概 念 を 用 い て，集 団 心 理 と集 団 文 化 の 存
在 明 らか にし よ う とし た。 具 体 的 に は， す べ て の 集 団 の メ ンバ ー は次 の3 つ
の 基 本仮 説 に基 づ い て行 動 す る とい うので あ る。
① ベ ア リ ン グ （pairing ）: 集 団 は そ れ自体 再 生 産 す る とい う仮 説 。
② 闘 争 と逃走 （fightandflight): 集 団 は誰 か を攻 撃 す るこ とで ， あ る い
ぱ逃 げ 出 す こ とで そ れ 自体 を維 持 す る とい う仮 説 。
③ 依存 （dependent ）: 集 団 は メ ンバ ー が依 存 す る1 人 の 人 か ら安 全 を獲
得 す る とい う仮 説 。
そして コ ン フ リ ク ト ぱ，a.
基 本 仮 説 の とお り に行 動 す る基 本 集 団 と その メ ン バ ー の 間b.
あ る課業 を 遂 行 す るた め につ く ら れた非 常 に 複雑 な集 団 と基 本 集 団 と
の 間 ‥c.1
つ の基 本 仮 説 に そっ て行 動 を す る非 常 に 複 雑 な 集 団 と その 他 の基 本
集団 との 間 で 発 生 す る呪
こ うした仮 説 を 用 い て1949 年10 月か ら1950 年10 月 に か けて の ラ イン ・ シ ョ ッ
プ の 賃金 切 り替 えに つ い て の 労 使 協 議 のプ ロ セ スを み て み よ うへ
〈第1 局面 ： 闘 争 と逃 走 の 文 化 〉1949
年10 月， 職 場 委 員 会 は， 不 熟 練 な新 参労 働 者 が増 大 し， 労 働 者 の対 表
と 七ての 役 割 を果 た せ な い と判 断, 全 員 が 辞 任 を表 明 し た 。調 査 団 に よ る と，
その 原因 は， 委 員 会 が 職 場 問題 を 適 切 に処 理 で き な い こ とに あ っ た 。
経営 陣 は， 競 争 的 な市 場 で 勝 ち抜 くた め に ラ イ ン を拡 張 し， 大 量 の 不 熟 練
労働 者 を 雇 用 した 上 に， 苛 烈 な 条 件 下 で 働 くこ とを 要 求 し た。 こ れ に対 し て
職 場 は② の 闘 争 と逃 走 の 仮 説 に そっ た 行 動 で こ れ に対 処 し よ う と した。 つ ま
り， コン フ リ ク ト が 賃 金 問 題 に転 嫁 さ れ， さ らに 作業 時 間 を決 定 す る賃串 設
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定員（rate-fixer）の評価基準に疑問を抱くようになった。彼をいけにえとし
てストレスを発散するのである。職場委員会ぱ一度辞任し，それを撤回し（1949
年12月）,さらに1950年1 月には再び辞任するというように，闘争と逃走の技
術を駆使した。
〈第2 局面：依存の文化〉1950
年2 月に入ると頻繁な労働移動と新参者の導入といった問題が表面化
してくる。この段階になると，基本集団である労働者たちは，新参者や賃率
設定員を攻撃することだけで安心感を手に入れることが難しくなってきた。
ライン・ショップのメンバーは，依存仮説にそった行動を取 るようになる。
つまり経営陣の保護を求めるのである。具体的には，職場委員会が経営陣と
歩合給への切り換え交渉を決定した。経営陣との交渉や職場集会の開催が同
年3 月まで繰り返される。 十
＜第3 局面：闘争と逃走の文化＞
しカリ。，3 月末になる状況が変わってくる。新しい労働者を獲得できなく
なり，職場にいま以上の負担がかかってきた。労働者たちは依存的な態度で
は長期的な安心感を獲得できないことがわかってきすこ。再び職場は闘争と逃
走の文化に回帰していく。ただ今度の局面では，第1 局面よりも安定的にそ
の文化技術を用いることができた。このm 階てμ, 丹ひJ叉勢に出た労働者が
より高い賃率を求め闘争の文化を築いた。 その結果交渉は決裂した。ちなみ
に，ライン・ショップでの歩合給への切り替えが行われたのは1951年9 月の
ことであった。
ここでのポイントは，①ライン・ショップの職場委員会やメンバーが，経
営陣との賃金交渉プロセスの中において，コンフリクトを解消するために集
団文化技法を使うということと, ②一般的に，職場委員会と職場労働者を経
営陣に対立する行動をとるものと考えられるが，現実の場面では，対立的な
の交渉時における経営陣と一部交渉者であ り， その他，職場管理者や職場委
員会や職場労働者は一体となってそれぞれ外部の競争相手と対峙していると
いうことである。
庄
1 ） ElliottJaques,“StudiesintheSocialDevelopmentofanIndustrialCommunity",HumanRelations
，vol.3,no.3，1950,pp.224～225.
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）赤岡功「社会 ・技術 システム論 の発展 と作業 組織 の再 編 成」『経済論 叢Jvol.117,no.5,6,
京都 大学経 済学会,1976 年,p.313.3
』 この委員会 は,1942 年 にぱじ めて機械 産業 に設 置さ れた もので，生産や能率の
問題 につ いて協議 した り助言 した りす るた めの協議検 関で，戦時 計画を円 滑 に
遂行させ るこ とを目的 とした ものであっ た。4
）例 えば,1941 年 の「重 要職務 令」（theEssentialWorkOrder ） は，労働力 を
調整す るた めの法 律で， ①雇用の 強制登録, ②不必 要 な労 働移動 の禁止, ③女
子労働力の確保 を目的 としていた。岩出博 「英 国労務管 理 の確立」『経済集志Jvol.58,no.2,
日本大学経済学部,1988 年,pp.1 ～22.5
』詳 しくは,TheGlacierProject-IT ，p.351に掲載 さ れた 「ロンドンエ 場 にお け
る年 度別退職 者率」を参照の こ と。6
） これは一 定 の歩合のこ とで，作業 に要す る時 間を 公定 の 作業 ハ ンドブ ックに規
定さ れた時 間で 計算して労働コ スト金額 を算 出 し，労 働 者 は その労働 コ ストの
一定 の歩 合 を もらうとい うもの。作業 に要 した時 間が ハ ンドブ ックの ものよ り
もかかっ た場合 は，実際 に要 した時 間で 労働 コ スト を計 算 す る。労働大臣官房
国際労働 課編 『英和 労働用語辞典』 日刊労 働通信 社,1974 年。7
） これにつ いては，ジャックスは もとよ り，ラ イス（A.K.Rice ）,ヒノレ(J.M.M.Hill ）,
トリスト（E.L.Trist) といった社会 ・技術 シ ヌ,テム論者た ちを中心 としたタヴ ィ
スト ック調 査団 によっ て調査報告 がなさ れてい る。その 内容 は次 の通 りであ る。
①1949 年1 月か ら6 月 までの ロンドン工 場サービ ス部門(ServiceDepartment ）
での出来 高 給（piecerate ）か ら歩合給(flatrate) への 賃金切 り替 え過程 での
賃金委員会（WageCommittee ）の果 た した役 割 につ い て, ②1949 年6 月か ら1950
年10 月 まで のサービ ス部門で の賃金切 り替 えの もつ社会 学的 ・心理学的重
要性 と生産 性測 定 について, ③1949 年10 月 か ら1950 年10 月 まで のロンドン工 場
のライン ・ ショップ（LineShop ）の経済的 ・社会 的 背景 と社会的風土 の分析，
さらには職 場委員会（ShopCommittee ）の果 たした役割 につ いて, ④ライン・
ショ ップ やサービ ス部門 にお ける労働 移動 につ いて の統 計 学的分析 と，その組
織構 造への 影響 につ いての諸研 究が行 わ れた。8
）Jaques,op.cit.,1950,p.227.9
）Ibid.,p.229.10
）Ibid.,p.240 ～241.11
）Ibid.,p.247.12
）A.K.Rice,"TheUseofUnrecognizedCulturalMechanismsinanExpandingMachine-Shop:WithaContributiontotheTheoryofLeadership
（TheGlacierProject-III ）",HumanRelations,vol.4,no.2,1951 ，
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p.143.
13）Ibid.,p.144.14
）W.R.Bion, “E χperiencesinGroups",I,11,III,IV ，V,andVI,HumanRelations,vol.1,no.3&4,1948
；vol.2,nos.l&2,1949 ；andvol.3,no.l&2,1950.
彼 によ れば，集団心理 とは「個 人が無意識の うちに…，集団 の意思 に一 致
した表現 を とるこ と」で あ り，集団文化 とは「個人の欲望 と集団心 理 との コン
フリ クトの関 数」 として表現で き るとい う。
n. 賃金政策の組織への影響と生産性測定への抵抗
田 歩合給への賃金切り替え
グレージャーは，戦時中，軍事生産体制に従って生産部門の主力工場を支
援するため， その本来的業務である修理や部品交換サービスを中止せざるを
えなかった。しかし戦後，再びその市場で顧客を獲得することとなり，修理
や特注の仕事を開始した。 その市場は戦前にもまして競争的であったため，
新しい賃率設定や生産管理の技法の開発が必要となってきたが，工場ではこ
れらについての長期的な政策を立てていなかった。こうした中で賃金切り替
えが行われたのである。
賃金切り替 えに際しては，労務管理上以前の賃金額を下回らないように配
慮するのが一般的である。平均的なモデル作業者を設定し，従前の職場での
業績を下回らないようにしなければならない。歩合給に伴う業績基準の変更
は，いろいろな変数を考慮しての標準時間の設定という作業を必要とする。
こうしたやっかいな問題が存在していたにもかかわらず,サービス部門では，
全体として，労使双方とも歩合給制度を好意的に受け入れていた1)。というの
は労働者たちぱ歩合給が公正な賃率設定の下で支払われると信じていたし，
経営陣もそうした制度によって，労働者との関係や職場の雰囲気が改善され
ると信じていたからである。
出来高給・での問題は， その支払われる賃金額の変動の幅が大きいことであ
る。歩合給はこのようなばらつきを平準化する。また，歩合給は高技能者と
低技能者のこれまでの出来高給の中間で決定される場合が多い。 その場合，
高技能者の減収，低技能者の増収という結果になる。歩合給は低技能者には
出来高給下よりも余裕時間と安心感を与える一方で，高技能者のモラールを
低下させてしまうかもしれない。
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出来高給制度で問題 とな るのは， 職 務の生 産性 をど れだ け正確 に測定で き
るか とい うこ とであ る。生 産性 に影響 を与 える変数 としては， 原料， ジグ，
道 具√作業 速度， 許容時 間 といっ た ものがあ るが， これをコントロール す る
こ とは難 しい。 しか し， 現 実 には， こ れらの変数をモデル作業 者を基 準 に算
出 す る。テイ ラー（F.W.Taylor ）の 異率出来 高給制度 をはじ めとす る出来 高
給 制度が， 結局は労使双方 か ら受 け入 れ られな くなっ た理由 は， その点 に原
因 があ る。つ まり出来 高給 の下で は， その 変数 の設定 に労使 双方共 自 らに有
利 な値をつ けよ うとす るこ とか ら， コン フ ワクトが発生 す る。II で みた よう
に1949 年 か ら1950 年 にかけ ての両部門 での労 使のコン フリ クトの原因 は そこ
にあったので あ る。 そこで 歩合 給へ の切 り替 えによって， そのよ うな賃 率設
定上 の問題 が解決 した のか， さ らに公正 な賃 金を支払 うための基準 とは何 か
につ いて調査団 が関心 を抱 い たのは しご く当然 の ことで あっ た。 そして歩 合
給 への切 り替 えが実施 さ れたサ ービ ス部門 にお いて， その後， 賃金切 り替 え
が労働者集団 に及ぼす影 響 と， 歩合 給実施上 重要 とな る生産性 の測定 につ い
ての調査が開始 さ れたのは,1949 年9 月 のこ とであっ た。
（2) サービス部門における生産性測定問題
賃金切り替えは，労働者個人にとっては公正な賃金の支払いによる増収の
期待が,一方,経営陣にとっては見積 もり(estimating) と原価計算(costing）
手続きの単純化と丿
提条件としては，①全員に新しい賃金支払方法について十分に理解し賛成し
てもらうことと, ②納得的，妥当的な生産性の基準が設定されていることが
必要て七
委員会委員（3 人）で構成する賃金小委員仝であう た。このメンバーとして
彼らが選ばれたのは，正確な生産性測定尺度を設定するために，現場での
時間の消費実態を熟知している者と計算ができる者が必要であったからであ
る。
まず予備調査が1950年1 月に開始された。現場監督と労働者との話し合い
がもたれ， そこで，現場での時間の消費実態を正確に把握するだのに，日記
をつけることが決められた。しかし，実験部門の人たちに対して職場委員会
の果たす役割が，また職場委員会に対してその実験の意義や目的が十分に知
らされていなかったこと，さらに日記の取り扱い（監督者が労働者のつけた
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日記に目を通す）に問題があったことから，結果 として，最初の試みは頓挫
してしまう。
このように個人の労働時間の消費実態を明らかにすることにはかなりの抵
抗があった。出来高給の下でのボーナス賃金の水準は，客観的な管理技法に
よって決められたし，現場の能率は，平均ボーナスの水準をグラフ化し，数
年にわたって掲示板(BulletinBoard ）に張り出されていた≒ こうした数字の
もつ非人格的な性質，いわゆる客観性が労働者に受け入れられていた。しか
し，歩合給への切り替えによって，このような出来高給のもつ非人格的なメ
カニズムは除去されてしまった。出来高給では，賃金の刺激性が生産性向上
の重要な役割を果たしていたが， それが薄れた以上，新しい制度の下では，
直接上司が部下の仕事ぶりに強いリーダーシップを発揮しなければならなく
なるノ1950
年3 月頃になると，当初の予想に反して，次第に業績の低下が顕著に
なってきた。歩合給への切り替え前後の標準時間の平均値 と標準偏差を調査
した結果をみてみると，賃金切り替え前57週間と切り替 え後72週間の標準時
間に対する実労働時間の比率（％）は,切り替え前157％から切り替え後142％
と17％ も低下している。しかし，これについて調査団は，歩合給のもつ安定
性によって業績の変動ぱそれほどでなく，切り替えに伴う一時的な混乱なの
で，彼らが怠業したのではないとの評価を与える3)。それは，まだその時点に
おいて，労働者自らの経験 と知識に一致した欲求水準をもち， それを維持し
ようとする態度を取ったからであろう。
こうした状況の中で，1950 年3 月には，標準時間以外の方法では生産性を
測定することがで きないと判断した職場協議会は，この歩合給への切り替え
を改めて是認する態度を取 る。職場協議会は，次に見積 もりと原価計算の手
続きの単純化に取り組み,1950 年6 月には標準化 と設定方法についての基本
計画を描いた。さらに9 月には詳細な計画書が職場委員会に提出された。そ
の計画推進のために，生産工学のコンサルタント(productionengineeringconsultant
）がスタッフとして参画した。
ただ，職務再設定に関しては次のようなことが問題 となった。つまり，そ
れまで作業時間は緩やかであったが，段取時間が不十分であったので，厳格
な職務設定がなされた場合，操業時間との関連で段取時間をどれだけ取れる
のだろうかという疑問である。出来高給の下では，怠業は賃金の損失につな
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がっ たが， それだ けの こ とであっ た。 怠業 は不 公正 な賃 率設定 への対抗手段
で もあっ たか らだ。しか し，歩合 給の下で は，設定時 間内で 仕事 がで きない，
あ るいは怠業 す る とい うこ とは，短 期的 には賃 金 の低下 に結 びつか ない。 そ
の かわり賃金 の損失 の代 償 として， 労働者 は， 自尊心 を傷 つ け， 罪の意識 を
抱 くような状 態 に陥 るのであ る。 したがっ て，労 働者 の公正 な賃金設定への
関心 は強 まっ ていっ た。
それで は罪の意識 を感じ る設定時 間 とはどの程 度 と考 えて いたのだろ うか。
調 査団によ れば, 設定時 間 に対 す る実労働時 間が15O ％以 下 の場合 に罪の意識
を感じてい る とい う。し たがっ て職場 の目標 は153 ％ に設定 さ れていた呪 し
か し，職場業績 に もっ と も影響 を与 えた のは個人 の 目標で あ っ て， 職場の目
標で はなかっ たこ とも分 かっ た。
結局， 生産性 の測 定基 準 や結果 を労働 者 に受 け入 れさせ るた めには，労働
者 自身 が公正 な職務 賃率で働 いてい ると確信 しない限 り無 理で あろ う。労働
者 は技能 や努力 を必要 とす る職務 を遂行 す るこ とか ら， 最 大 の個 人的満足感
を得 る。労働 者 は満足 い く努力 目標 に基づ いた現実的時 間設定 を望 んで ぃた。
また， 賃金支払 方法 の切 り替 えは，監督者 と労働 者 の間の リーダ ー シップ関
係 の性質 に急激 な変化 を もた らした。 出来高 給の下 で の課業 は， 自己啓発や
自己管理 にあ る面で 一部 依存 していたが，歩合 給の下で は， こ うした自己訓
練 的な面 は薄 れ，積 極的 な11 ダ ー シップ が監督 者 に求 め られた。
注
1 ）ElliottJaques,A.K.Rice,andJ.M.M.Hill, “TheSocialandPsychologicalImpactofaChangeinMethodofWagePayment
（TheGlacierProject-V ）",HumanRelations,vol.4,no.4,1951,p.319.2)Ibid
。p.327.3
）Ibid.,p.321.4
）Ibid.,p.333.
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Ⅲ 。 経 営 政 策 へ の 社 会 的 ・ 経 済 的 環 境 か ら の 影 響
田 グ レ ー シ ャ ・ー計 画 の 内 容 変 更 の 背 景
グ レ ー シ ャ ー 計 画 の 第1 段 階 （1948 ～1951 年 ま で ） で の 中 心 的 課 題 は ， 混
乱 し た 工 場 内 の 秩 序 を ， 工 場 協 議 会I ）を 頂 点 と し て ， 工 場 委 員 会 ， 職 場 委 員 会
と い う 協 議 機 関 を 用 い て 回 復 す る こ と に あ っ た 。 こ の よ う な 工 場 内 の 秩 序 の
混 乱 は ， 第2 次 世 界 大 戦 中 の 人 手 不 足 か ら 行 っ た （2 階 級 特 進 と い っ た ） 大
幅 な 昇 進 ・ 昇 格 人 事 に 起 因 し て い る 。 そ れ に 対 し て ， 戦 後 の 地 位 と 賃 金 の 格
差 の 不 均 衡 を 是 正 し よ う と す る 圧 力 が 労 働 者 側 よ り荏 じ た 。 そ こ で ブ ラ ウ ン
は ， タ ヴ ィ ス ト ッ ク 人 間 関 係 研 究 所 の 調 査 団 に そ の 原 因 の 解 明 と ， 是 正 の 方
法 に つ い て の 調 査 研 究 を 依 頼 し た 。 ．I
■
㎜
■
第1 段 階 で は ， 主 に ロ ン ド ン 工 場 の サ ー ビ ス 部 門 と ラ イ ン ・ シ ョ ッ プ で の
組 織 と政 策 の 変 化 が ， 産 業 社 会 集 団 （労 働 者 ） に 対 し て ど の よ う な 心 理 的 ・
社 会 的 影 響 を 及 ぼ す の か ， ま た(1941 年 に ブ ラ ウ ン に よ っ て 設 け ら れ た ） 工
場 協 議 会 を ど う し た ら よ り 効 率 的 に 機 能 さ せ る こ と が で き る か ， と い っ た こ
と を 目 的 と し て ， い ろ い ろ な 調 査 ， 実 験 ， 分 析 が な さ れ た 。 ま た 歩 合 給 の 導
入 に 伴 う 標 準 時 間 の 設 定 や 職 務 評 価 の 方 法 つ い て の 労 使 双 方 の コ ン フ リ ク ト
の 解 消 プ ロ セ ス と し て 協 議 シ ス テ ム の 存 在 が 検 討 さ れ た 。
そ の 結 果, 当 時 英 国 産 業 界 で 実 践 さ れ て い た 人 間 関 係 論 的 な 技 法 だ け で は ，
こ の 秩 序 の 混 乱 を 取 り 除 く こ と が で き ず ， そ の 原 因 は 経 営 参 加 シ ス テ ム と し
て の 工 場 協 議 会 そ れ 自 体 の 構 造 に あ る こ と が 判 明 し た 。 つ ま り 工 場 内 の 職 場
文 化 を 無 視 し て の 制 度 改 革 が コ ン フ リ ク ト を 助 長 し て い た の で あ る≒1950
年10 月 ， 工 場 協 議 会 は そ の メ ン バ ー を 交 代 し ， そ の 組 織 を 全 社 の 意 志
が 反 映 で き る よ う に 改 組 し た 。 権 限 と 責 任 の 関 係 が 曖 昧 な こ と に 起 因 す る 従
来 の 執 行 シ ス テ ム の 混 乱 を 課 業 論 に 基 づ く 組 織 構 造 に よ っ て 取 り 除 こ う と し
た 。す な わ ち, 経 営 陣 の 関 心 が 心 理 学 的 特 性 か ら 仕 事 そ れ 自 体 の 構 造 へ と移 っ
た の で あ る 。 こ う し た 背 景 に よ っ て ， グ レ ー シ ャ ー 計 画 は1952 年 か ら 第2 段
階 に 入 っ た 。
な お. 第2 段 階 で の 調 査 結 果 に つ い て は す で に 以 前 別 稿 で 取 り 上 げ て い る
の で 重 複 を 避 け る た め 本 稿 で は 詳 し く は 言 及 し な い こ と と す る呪 し た が っ て
次 に こ れ ま で 取 り 上 げ な か っ た ， グ レ ー シ ャ ー 計 画 第2 段 階 （1952 ～1965 年 ）
の 英 国 の 社 会 的 ・ 経 済 的 環 境 に つ い て 取 り 上 げ る こ と に し た い 。具 体 的 に ぱ ，
ま ず 第1 に ， 当 時 の 英 国 政 府 が と っ た 労 働 と 経 済 に 関 す る 政 策 が 労 働 経 済 環
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境 に どの よ う な影 響 を 及 ぼ し て い るの か， 次 に， その 労 働 経 済環 境 とグ レ ー
シ ャ ー金 属 会 社 の経 済 的業 績 との 間 に どの よ う な関 連 が み ら れ るの か， 第3
に， この時 期 一第2 段 階 － に労 使 関 係 が どの よ う な展 開 を し た の か を み て み
る こ とにす る。 ト
(2) 戦中・戦後の英国政府の労働政策
まず最初に第2 次大戦中(1939～1945年)の英国政府の労働政策の基本方針
についてみてみよう。戦時下においては，戦時計画を達成するため軍需生産
体制が敷かれるのが一般的である。国民総動員によって全国民の労働力の最
大活用が意図されるのである。こうした労働政策を実施していくためには，
労働管理者や産業福祉スタッフが是非とも必要であった。1939年2 月，英国
労働省は，労働管理協会に労働管理の有資格者と産業福祉スタッフの登録リ
ストの作成を依頼している4)。つまり，軍需工場へ徴用した不熟練・半熟練労
働力を何とか1 人前になるように訓練する必要があった。従業員福祉に携わ
る専門管理者やスタッフが求められたのである。
やがて第2 次大戦が終了すると，英国政府は，完全雇用の達成，より高い
経済成長の実現，国際収支の安定化を目的 として，①完全雇用維持政策，②
主要産業の国有化政策, そして③労使関係への継続的関与政策を実施した。゛完
全雇用維持政策″は，労働者獲得競争を激化させ，労働市場ぱ完全な売手市
場 と化した。当然企業ぱ，労働者を自社に引き留めるための誘因・定着策を
取ることを余儀なくされた。売手市場は，賃金の急激な上昇を引き起こす。
こうした背景の中で，ブルーカラーの賃金は出来高給あるは業績給といった
賃金変動幅の広い賃金支払方式から，より安定的な歩合給支払方式への切り
替えが行われたのである。また従来ブルーカラーの賃金を勘案して決定され
ていたホワイト・カラーの給与にも定期昇給が導入された。こうした不均衡
な労働力需給関係ぱ，グレーシャーの地位と賃金の歪みに拍車をかけること
になった。 そこに，全社レベルでの賃金統制の必要性が出てきたのである。
そのため新しい職務の格付けを早急に行わなければならなかった。グレーシャー
計画の第1 段階(1948 年から1951年) でみられた，新しい賃串設定のための
職務分析ならびに職務評価問題が，工場協議会での重要な課題 となったのは
このような背景があっだからである／
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表1 第2 次大戦中における英国の労働法規と関連事項
年 月 労働法規と関連事項 内 容
1939年2 月1940
年7 月1940
年7 月1940
年7 月1941
年1 月1942
年1 月
労働省
工場医療・福祉令
雇用条件・全国調停令
労働力の規制令
重要職務令
婦人雇用令
労働管理協会に労務管理者，産業
福祉職員の確保依頼
福祉施設設置の強制
スト等の禁止
労働力の規制
労働力の移動制限20
歳から31歳までの女性の雇用統制
資料出所：岩出博「英国労務管理の確立」『経済集志Jvol.58,no.2 ，日本大学経済学
部,1988 年,pp.1 ～2の本文より作成。
こうした労働力需給の逼迫による急激な賃金上昇は物価を上昇させ，イン
フレを引き起こす。こうした状態にあって，グレーシャー計画の推進者であ
るブラウンは，賃金・物価インフレと失業の終焉を目的 として，①上訴の権
利, ②参加の権利, ③完全雇用の権利, ④構成賃金の権利に関する4 つの提
案をしている5)。また彼は，コスト削減策についても提案している‰ いずれ
にせよ，このような急激な賃金の上昇に対して，政府は1948年から2 年間に
わたって 賃金を凍結した。これは，グレーシャーが賃金／コスト・インフレ
の波にさらされていることを物語っている。
戦前からの非公式的な部分の改善による生産性向上策は，労務管理を普及
させた。グレーシャーでみられた工場協議会のような労使協議制中心の従業
員関係管理が重要視されるようになる。つまり生産性向上のためにはどうし
ても労使協力が必要であったのである。 そして戦後は，政府主導による労働
環境の整備が行われ，労働運動は活発化していく。
また戦後においては技術変化の進展も目覚ましかった。それぱグレーシャー
金属会社においても例外ではなかった。技術変化の進展は国際競争を激化さ
せ,国際市場で優位な立場を獲得するために,企業はこぞってコスト削減 と生
産性向上に腐心した。その手段が先に述べた労使協力体制 としての労使協議制
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で あ り，とくに1950 年 代初 め に み ら れた 態度調 査, 提 案 制度, 職場 情 報 制度 といっ
た良 好 な人 間 関 係 を確 立 す るた め の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン 施 策 で あ っ た7）。
政 府 は， 経 済 成 長 を 促 進 さ せ る よ う な拡 張 措 置 を とっ だ。 その お か げ で ，
すで に み て き た よ う な完 全 雇 用 が 達 成 さ れ， 失業 率 は低 下 し， 需 要 は増 大 し
た 。 国 際 市 場 で の優 位性 は， 輸 入 の 増 加 となっ てあ ら わ れ， や が て 国 際 収 支
の 悪 化 とい う事 態 を招 い た。 そ こで 政 府 は 引 き締 め措 置 に よっ て 過熱 し た 経
済 成 長， そ れ に起 因 す る イ ン フ レ に ブ レ ー キ を か け よ う とす る。 失業 率 は 悪
表2 グ レ ー シ ャ ー 金 属 会 社 の 財 務 記 録 （1946 年 ～1964 年 ）
年 度 資本金 純 益(税引前) 配当金 配当率 資本利益率
1946
1947
1948
1949
1950
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
£(ポンド)189,500189,500189,500189,500189,500300.000520,406520,406520,406650,508750,000750,000750,000750,000750,000937,500937,500937,500937,500£
78,278
（調整済）92,537288,499223,226242,790307.922492,176270,649231,217247,279321,468184,217229,018212,464258,694440,052519,424405,542663,129
£
14,212
14,212
14,212
14,212
14,212
22,500
52,040
52,040
52,040
65,051
86,250
86,250
86,250
86,250
97,500
131,250
159,375
159,375
187,500
％
7柚7]
％i
総i
鏝7
総i
総10101010ll
垢li
柘li
垢ll
垢1315171720
％
37.4
44.0
130.0
98.2
128.6
9 .8
78.6
44.7
34.1
34.1
37.6
13.1
16.3
21.8
30.8
43.5
51.9
39.8
66.3
資料出所:Ibid.,p.88.
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化し，労働市場は次第に買手市場へと移行する。 そして賃金や物価は鎮静化
する。輸入は減少し，国際収支が安定するという一連の図式が描ける。この
ように国際収支の安定化を犠牲にして完全雇用 と経済成長を達成すると√今
度は反対にそれとの引き換えに国際収支り安定化を図るという，戦後英国で1970
代の終わり頃まで続けられた経済の拡張と引締の循環的政策を「ストッ
プ・アンド・ゴー（stopandgo) 政策」 と呼ぶ8）。
(3) 労働 経済環境 とグレ ージャー金属会 社 の経済的業 績9)
グ レー シャ ー金属会 社 は， すで に述 べた よ うな戦時 中 は軍需産業 として，
戦後 ぱ6 箇所 に4,500 人 の従業員 を雇用 す る公企業 とし て成長 し てきた。
表2 に示 したように,1962年度における同社の純益(netprofitbefortaxation)
は50万 ポ ンド を越 えた。 この ような業 績 も自動 車産業 が かな らずし も好況で
ない ときに達 成 した数 字で あ る。 グレ ーシャー 金属会社 は， あ まりに も自動
車産業 に依存 したため に，1932 年 と比較 して,1962 年 自動車 メーカ ーへのベ
アリング の供 給価格 はほ とん ど変 わっ ていない。 した がっ て， こうした事態
に対 処 すべ く同 社で は， 製品の多角化政策 を取っ て きた。 それを支 えたのが
新しい材料や製造技術の開発であった。グレーシャー金属会社の総売上高(tumover)
のか な りの部分 は, 機械産業 用の シック・ウ ォール ・ベ アリング(thick-wallbearing)
が占めている。自動車産業用のシイン・ウォール・ベアリング(thin-wallbearing)
とい う まっ た く違 う受 注体制 を とっ ていた同社 が，この種 の製品を
開発す るには それなりの苦 労があ った。その甲斐 あっ て, 危機的 な状 態 になっ
た自動車産業 に それほ ど依存 す るこ とな く， この10 年間 に市場 占有率を15 ％
か ら50％ に伸ば す こ とがで きた。
また同社 ぱ，輸 出分野で も好 成績 をお さめてい る。 グ レー シャ¬ の製品は
世 界各国 に輸 出 さ れていた。 加工プ ラン トやベ アリング 製造 のた めの特別 な
機械 器具 のマー ケティング が利益 を出 していた。 しか し， すで に述 べた よう
に，1962 年 には50 万 ポンド を越 え るまで 成長 したが，終 戦直後 を除 いて，10
数年 間 は20万 か ら40万 ポンドの範 囲内で 変動 して きた。 か な らず し も順風満
帆 の道 程で は なかった。
図1 は，終 戦 直後 か らグレ ーシャー計画 の第2 段 階 まで の同社 の財務記録
を示 した もので あ る。 ここで特徴的 な こ とは， 同社 の業 績 が英国経 済の成長
と密接 にリンク してい るこ とであ る。 同社が国 際 市場を相 手 としてい る以上
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図1 グレーシャー金属会社の財務記録とストップ＆ ゴー政策(
単位:ポンド・％)
,!946194?194819491950195!19521953195419551956195719581959196019611962!96319641865 年
当然のこといえる。具体的には英国の「ストップ・アンド・ゴー政策」にか
なり影響を受けていることが分かろう。
まず,1954 年から55年,1959 年から60年， そして1963 年から64年の期間，
経済ぱ拡大する。労働力不足は賃金上昇を引 き起こし， これに政府は需要の
抑制で応じた。同時期においてグレーシャーの純益 も右上がりのカーブを描
いている。 そして1956年から57年,1961 年に需要抑制策がとられ， その結果
として1958年,1962 年から1963年にかけて不況が訪れる。この期間はやはり
上昇曲線から一転して下降曲線へと落ち込みをみせている。全体的にみると，1952
年のおよそ50万ポンド弱をピークに,1962 年の50万ポンド強までの10数
年間は20万から40万ポンドの範囲内で変動していた。
この間，資本金，配当率 も数字的には順調な伸びをみせているが，グレー
シャー金属会社の配当率はかなり低いものであった。このような背景には，
特許に関する法律上のトラブルがあった≒ しかしそのような特許の権利をめ
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ぐる問題が1950年 に解決され，生産プロセスの近代化・合理化 と新製品の開
発により，企業収益が伸びるにつれ配当率は7.5％から10％(1952 年),11.5 ％(1956
年),13 ％(1960 年),15 ％(1961 年) ＼1%(1962 年),20 ％(1964 年)
と段階的に引き上げられていった。また配当率を上げたのには他の理由がめっ
た。それは，増資を目的 として金融市場から資金を調達するためにどうして
も配当率を引き上げる必要があったのである呪 これはグレーシャーの経営政
策の中心が生産からマーケティング思考に移ってきたからである。これにつ
いてぱ次のブラウンの1962年の株主への声明から伺える。
「グレーシャー金属会社の経営陣は，とくに迅速な配送，取引高と在庫
の関係，販売組織の拡張，海外市場との密接な関係の確立を目指して。
わが組織を精力的に分析しています」12)と。1941
年から1951年 までの7.5％という配当率は,当時として相対的にかなり
低く押さえられていたようだ。1945年の利潤税(profittax)は配当益(distributedprofit)
に対して5 ％であったし，来分配利潤( 内部留保)(undistributedprofit)
に対しては5 ％であった。1947年予算では，配当益に対して12.5％で
めった。これが1947年]。0月予算には，倍の25％になり,1949 年9 月には30％
となった。こうした状況の下で,グレーシャーの配当率7.5％はいかにも低かっ
た。これについて，調査団のメンバーの1 人であるジャツクスによれば,1941
年以来,株主への配当は7.5％でよいという取締役会の不文律な取り決めがあっ
たという。配当率を低く押さえ，その余剰収益を次の5 つの方法で分配し組
織の成長を優先させたのであるヅ呪
①研究開発(R ＆D)
②作業条件の改善
③装置の改善
④賃金・給与の引き上げ
⑤価格の引き下げ と製品の質の向上
投資家へのリターンよりも，こうした研究開発や作業条件の改善といった
ものに優先的に余剰利益を振り分けるといった，グレーシャーの経済的・社
会的政策ぱ，当時の産業民主主義，労働組合主義に与えた衝撃は大きかった。
しか七，やがて，配当率は引き上げられ，こうした政策も転換しなければ
ならなくなったわけだが,1964 年の配当率20％ぱ，グレーシャー内部にかな
りの影響を及ぼした。作業の研究開発や従業員福祉を目的と七だ高い内部留
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保 は， 産業 福 祉 主 義 の 象 徴 で もあ っ た が， こ う した 内部 保 留 の 低 下 は， 余剰
利 益 の配 分 に影 響 を 与 え， や が て 組 合 との関 係 を 悪 化 さ せ るこ とに な る
。 こ
れ はグレ ー シ ャ ー の 経 営 政 策 が， 人 間関 係 関 係 管 理 か ら 課業 管 理 へ の切 り替
わっ た こ とを示 唆 し て い る。
(4） 経営政策の転換と労使関係の悪化
これまでみてきたように，グレーシャー金属会社の戦前の労使関係は1933
年や1935年のストライキが不調に終わったように他の企業 とは異なったもの
であった。ベアリング需要に支えられながら,順調に成長を続けるグレージャー
は，戦時中で も引き続き拡張政策を取ることができた。だが その背後には，
人手不足に起因した戦中の人事政策の失敗による身分 と賃金の不均衡が隠さ
れていた。これが戦後いっきに表面化した。景気の変動による生産高のばら
つきが，労働移動一人員整理－を頻繁化し，労働者の雇用の保障への不安感
を増大させた。それが経営者に対する不信感となってあらわれてきたのであ
る。この解消策として労使協議制を導入したがこれも職場の文化を無視した
ため，結果的にはうまく機能しなかった。とぱいえこの時期，ブラウンが産
業民主主義や産業福祉政策によって良好な労使関係の確立に努めようとした
ことは間違いない。
しかし，グレーシャー金属会社は，経済環境や市場環境の変動 と要請によ
り，こうした人間関係論的な経営政策をしだいに課業管理的なものへと転換
していくことになる。 そこで次に第2 段階での経営政策の転換が産業社会集
団に及ぼした影響についてみてみよう。それを象徴するような出来事 として，
グレーシャー金属会社のキルマーノック（Kilmomock ）工場で1957年 と1962
年に発生した2 つのストライキを挙げられる。 それではまず最初の1957年の
ストライキからみていこう。1957
年2 月4 日，工場協議会において経営側から自動車産業の不況を理由
として200人の人員整理が通告された。工場協議会はそれを受け入れ，その対
象者には1 週間分の賃金が支払われた。これに対してA.E.U. の工場委員会は
次のような抗議をした1呪
①すべての残業を廃止すること。
②1 週間の労働時間を短縮すること。
③「先任権」（last-in-first-out) を認めること。
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④各 部門 を独立 した単位 として扱 うこ と。
⑤下 請契約 （sub-contract ） を要求 で きるこ と。 し
⑥ 解胤 の際,1 ヵ 月の予告 期 間を与 えるか， あ るいは3 週 間分 の賃金 を支
払 う こと。
■ ■ ■
⑦既婚 の婦人 を まず最 初 に人員 整理 の対 象 者 とす るこ と。
しか し，ブ ラウンは これにつ い て彼 ら と討議 す るこ とを拒否 した。
そこで7 人の労 組代 表の職場委 員（shopsteward ）はスト ラ イキを決定 し，2
月6 日，多 くの労働者 もこ れに参加 し スト ライキが決行 さ れた15）。ブ ラウン
が職場 委員 の提案 を拒 否した理由 は，次 の2 つ に集約で きる。1 つ は，人員
整理 につ いて はすで に労働者代表 と契約 を結 んで い るこ と， い ま1 つ は労働
者代表で あ る工 場協議会 もこの提 案 を受 け入 れて いるこ とであ る。
結局， スト ライキは9 日間続 き2 月13 日にお さ まった が， その際， ①先任
権 の承 認 と② 週労働時 間の短縮 につ いて考慮 す る い うヽ内容 の労使の共同 声
明が出 さ れた16)。そしてこの ストラ イキに よっ て興味あ る2 つ の事件 が発生 し
た。1 つ は， 上 級管理者 の一 部が 組合 を結成 した こ とであ るらノ い ま1 つは
管 理者 や スタ ッフが ストライキ中機械 を操 作 した こ とであ る。 こ れが1957 年
の人員整理 に端 を発 した ストラ イキの概要で あ る。
さて， この ストラ イキが当時 のグ レー シャー の工 場内 の状況 を どのよ うに
反映 してい るか考 えてみ るこ とにす る。 まず，A.E.U. の職場代表 が，工場 協
議会 との人員 整理契約 があ るの に それ に異議 を唱 えた こ とだが， こ れは彼 ら
が工 場協議会 を労働者代 表 として認 めて いない こ とに原 因があ る。工 場協議
会 のすべ ての決定 ば 全員 一致 の原則″ となっ てい るが，現実 には全員 の賛
成を得 るこ とはで きず， 経営側 か らの提 案 は変更で きな い とい うこ とを知っ
ていた か らで あ る。つ まり， 労働 者 自身 は協議 機関 その もの機能 につ いては
理解 していたが その運 用 には不信 感 を抱 い ていた とい うこ とであ る。
次 に上 級管理者 が管理 者 ら七 か らぬ行 動 を取 り√ さ らに組合 を結成したこ
とが問題で あ る。最初 の行動だ が， これは彼 らが管 理者 として の自覚 がない
こ とを示 唆 してい る。 こ れにつ いて ぱ， 第2 次 大戦 中グレー シャー金属会社
が軍需産業 に転向 したこ とに まず原因 があ る とい えよ う。 すな わち， すで に
何回か 触 れた こ とだ が， 当時 の状 態で ぱ最 小 限度 の人手 しか供 給 さ れなかっ
たた めに，機械 調整者(setter ）が職 長 に，職 長 が部門長 に，部門長 が全般 経
営者 へ と大幅 な昇 格が行 われた。 能力不足 の経営管 理者 には， ブ ラウンのグ
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レ ー シ ヤ ー哲 学 は理 解で きな か っ た ので あ る。1957 年 の スト ラ イ キ は ま さ に
管 理 者 の ブ ラ ウン のグ レ ー シ ャ ー ・ シ ス テ ム につ い ての 信 念 や 知 識 が ひ ど く
欠 落 し て い た こ とを 露 呈 し た 事 件 で あ っ た。
次 の ス ト ラ イキ は,1962 年3 月5 日 に お こ り12 日 間 続 い た17)。こ との起 こ り
は合 同 エ ン ジ ュ ア リン グ 労 組(A.E.U.) に よ る賃 上 げ と操 業 短 縮 の 要求 を掲 げ
た スト ラ イ キ に対 抗 して， ブ ラ ウ ン が 管 理 者 に機 械 の操 業 を 行 う よ う命 じ た
こ とにあ る。 こ う したブ ラ ウ ン の スト 破 り的 な行 動 が， 現 場 の 数 多 くの 労 働
者 に は労 使 関 係 を破 壊 す る行 為 と映 っ た の で あ る。
結 局，2 つ の スト ラ イ キ の 原 因 は， ブ ラ ウ ン が英 国 の 労 働 者 階 級 の 文 化 を
適 切 に理 解 し て い な か っ た こ と， また 労 使 の 間 に存 在 す る階 級的 な ミソ を 埋
め るこ とが で きな かっ た こ と にあ っ た とい えよ う。 こ の2 つ の スト ラ イ キ は
当 然 の こ とで あ るが， 経 済 引 き締 め 策 が とら れ た期 間 に発 生 し て い る。
注
1 ）ElliottJaques,TheChangingCultureofaFactory,TavistockPublicationsLtd,,London,1951,pp.l38
～141. こ こで は新 しい工場 協議会 の組織 につ いて 触
れられてい る。新 しい工 場 協議 会 は，1941 年 にブ ラウン によっ て設置 されたの
で，決議 は全員 一致 の原財(unanimousagreement ）に基づ いて なさ れたが，
い くつ か の欠点 があっ たた め,1949 年 に修 正 が加 えられ,1950 年 什月 に政 策決
定機 関 となっ た。工 場協 議会 は， 工 場委 員会 から組合代 表 として7 人 （議 長，
副議長，書記，工場 委員会委員4 人), 各 階層別 の職場委 員会6 人（1 等職員1
人,2 等職員2 人,3 等職員3 人） そし て議 長 とし て経営側 か ら卜人 （経営 担
当取締役） の計14 人 によっ て運営 さ れた。新 しい工 場協議会 の 目的 は，政 策 を
公式化 し その政策 を執 行 シ ステムを通 じて，全般経営 者の手で 実践 さ せるこ と
であっ た。協議 会で全員 一致 の原則で 決定 さ れた政策 は，全般 経営 者 に一任 さ
れるが， このこ とが後 に労働 争議 の原因 となった。2
） 北野利信編「ウィル フレ ッド ・ブ ラウン とエ リオ ット・ ジャ ック スム」『経営学 説
入門』 第4 節，有 斐閣,1982 年,p.29,33.3
）拙稿「グレ ーシャ ー計画 の特質 とその経営 組織論史上 の意義 一ウィルフレ ッド・
ブ ラウン の所 論を中心 として ー」『経営論 集』東洋大学 経営学部,1986 年,pp.33
～66.4
） 岩出博「前掲 論文jp.l.M.M.Niven,PersonnelManagement,1913 ～63,IPM,1967,pp.90-92
より転 載。5
）同書で は，4 つ権利 を実現 す るよ うな詳 細 な手続 きを提 示 している。具体的 に
は，あ らゆ る雇用形 態で の賃金水準 を民主 的 に設定 し実現 する機 関，異率賃 金
の規制についての国民会議（aNationalCouncilfortheRegulationofDifferntial
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Wage-NCRD ）の設立案であ る。これは，議会 に対 して直接責任 を もつ合法 団
体で あ る。 この ような提案 は彼 にいわせ れば， この提案 は， 当時 の英 国の労使
関係 の状 態 にあっ て, きわめて常識的で，楽観 主義的 な ものであっ た。WilfredBrown,TheEarningsConflict:ProposalsforTacklingtheEmergingCrisisofIndustrialRelations,Unemployment
，andWageInflation,Heinemann,London,1973.6
）ブ ラウ ン は， この著作 にお い て，非独古 財の価格 設定 の問題 につい て言及 し，
実践的な作業プロセスに関する新しいが 去を提案している。WilfredBrown,ProductAnlysis,Pricing:
≒AMethod か・rSettingPoliciesfortheDelegationofPricingDecisionsan
£1964.7
） 岩出（前 掲論 文jp.lO.8
）栗 田健編著 『現代 イギリ スの経済 と労働J お茶 ノ水 書房,1985 年，pp.12 ～15.9
）JoeKelly,/5ScientificManagementPossible?:ACriticalExaminationofGlacier'sTheory
可Organization,FaberandFaberLtd.,London,1968,pp.81
～83.10
）Ibid.,p.89.11
）Ibid.,p.87.12)
こ れは，グレ ー シャ ー金属会社 の1961 年度 の年 次会計報 告 書（1962 年）からの
引用で あ る。13)Jaques,op.cit.,1951,p.58.14
）Kelly,op.cit,p.113.15
）Ibid.,p.114.16
）Ibid.,p.115.17
）Ibid.,p.118.
IV. ブラウンの経営政策への経営管理思想からの影響
（1） 人間関係論からの影響
グレーシャー計画は,1948 年4 月，グレーシャー金属会社のロンドン工場
を中心に,①工場の社会構造に及ぼす心理的・社会的な諸力についての研究，
②労使協調を目的 とした労使協議機関である工場協議会の運営に関する調査
を目的として始められた。そして， それは，戦後英国政府による経済成長政
策をインフレ懸念から抑制しようとする動きがみられた1951 年まで続けられ
た。ここでの特徴は，当時英国産業仝で実践されていた人間関係論的な管理
思想に基づいた実践手段，たとえば労使協議制による良好な労使関係の確立
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への努力が こ こグレ ーシャーで も行 われていた こ とであ る。このグ レーシャー
計 画の推 進者で あ る同 社の社 長兼会長で あ るウィル フレ ッド ・ブ ラウン も，
当時英国経 営管理思 想にお いて支配的 な地 位 を占 めて いた人 間関係論か ら実
践面で影響 を受 けていたこ とは次 の文章 か ら明 らかで あ る。 つ まり√
「能率 を上 げ て満足感 を得 よ う とす るの は，馬 の前 に車 をつ なぐ ような
ものであ る。 不正， 不平 あ るいは不満 の感情 を抱 い てい るうちは，仕 事
の能率 は上 が らない。 この よ うな状 況で ぱ よい仕 事 などで きはしない。
したがっ て，経営管理者（manager ）の課業 とい う ものは，満足感 を もた
せて能率が向上で きるよ うにすべ きで あ る」 と1)。
このよ うにホ ーソン実験（1927 年 か ら1934 年 まで） の研 究成果 か ら出発 し
エ ル トン ・メ イヨー（EltonMayo ）が確 立 した人 間関係 論，す な わちメ イヨ
イズム（Mayoism ）は，グレ ーシャ ー金属会 社 は もちろ んり こ と英国 にお い
て労使関係 を処 理す る経営管 理技法 とし て受 け入 れ られ ていたのであ る。 そ
れは工場現 場 にお いて協働 を確保 す るに際 しての理 論的 な根拠 を与 えて くれ
たか らであ る。しかし，この人間関係論 は概 念 を分析 す る手法 とい うより も，
管理技法 として優 れていた。 したがっ て，人 間関 係論 は 高い生産性 を生 み出
すための技法 であ り， かつ ての テ イラー・ シ ステ ム同様 ， 労働組合主義 に背
反 する思 想 として利 用 された≒
人間関係 論 ぱ， 従゛業 員 の満足 の増 大が生産 性 の向上 につ なが る″とカバ 幸
福 な労働者 ぱ生産的で あ る″ といっ た「満足→ モ ラール 高揚→ 生 産性向上 」
仮 説 に基づ い てい る3）。実際 に，メ イヨ イズム に対 しては 当初 よ り，第1 に産
業 の もつ基 本的 な経済機 能を軽視 してい るので は ないか， 第2 に人間操作 と
いう 倫理的 に問題のあ る思想 を覆 い隠 すための 単 な る婉 曲的 な表現 にすぎな
いのでは いか， 第3 にあ まりに も それを無批 評 に受 け入 れて きたので はない
か， といっ た批 判が なされていた4)。 それが，1940 年 代後 半 に なる と，米 国，
フ ランスの研究 者か ら， また1950 年 第初 期 には英 国の研 究者 か ら次 のような
批判 を投 げか け られる。
①監督者 の社会的技 能訓練 が， 現場で 実際的 な効果 を上 げ てい ない。
② 寛大 なリーダ ーシップ や従業 員中心 の リーダ ーシ ップ が労働者 の生産性
向上 に結びつ いていない。
③労働者の 高い勤労 意欲 がかな らず し も高い生産 性 に結 びつい ていない5)。
このよ うに人 間関係論の基 本的仮説 その もの に疑 問 の 目が向 け られた。 そ
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して，生産性向上に影響を与えているのは，人間関係論者が主張するような
心理学的変数でなく, ①熟練度，②仕事の周期の長さ，③仕事の多榛陛, ④
責任の度合といった工学的変数に影響される，作業者の態度や行動であろう
という見解が台頭してくる‰ こうした動向に呼応するかのように，ブラウン
は，政府からの研究援助の打ち切りを契機に，グレーシャ ¬ー計画におけるタ
ヴィストック調査団による人間関係論的をテーマとした研究を終了させた。
こうして1949年から1951年 までのグレーシャー計画の第1 段階は新たな調査
目的をもつ第2 段階へと移行する。
(2) 課業論からの影響
グレーシャー計画の第2 段階は1952年から始められすこ。 その内容は，仕事
の社会学あるいは仕事役割・構造についての研究であった。これぱ，第2 次
大戦以降，企業をシステムとしてアプローチする研究が組織論や産業社会学
を中心に行われるようになり， その影響が企業経営にも及んできたことを示
唆している。ブラウンが，グレーシャー計画の内容を従来の人間関係論から
一転して課業論に変更した理由は,次のような人間関係論についての疑問 と，
当時の組織論についてのコメントから推し量れよう。いわく
「集団文化，社会勢力，個人的・集団的動機づけ，その他の要因を寛大
な経営とインフォーマル組織のわく組の中で自由に作用させたとしても，
それによって課業の産出量が増大したり，個人にかれの個人能力に合っ
た水準の仕事をさせられる状況が実現したりすることは,ありえない呪」
また「現在みられる組織論のうちには，代表システムにはぜんぜん触れ
ないで，会社の業務を規制している政策に人びとが及ぼす影響について
は，これを集団の心理的相互作用とか個人が社会と一体化する程度とか
に関する理論によって説明しようとするものがある」と8）。
ブラウンは人間関係論的仮説では生産性は向上できず，当時の組織論では
労働組合活動を考慮しておらず，グレーシャーが当時抱えていた組織上の混
乱を解決することができないとして,「業務組織に含まれるすべての役割を組
織の目的から合理的に割り出し，目的 と役割の関連を組織設計の上に明確に
表現し ・・・ 業務組織を外部市場への適応という基本的課業に関連付ける」
ことによって「内部の社会的ストレスから業務組織を守る最善の方法」 とし
て，課業論（TaskApproach ）の採用を試みる≒ そのためブラウンは，タ
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ヴ ィ スト ッ ク調 査 団 の メ ン バ ー のL 人 で あ っ たエ リ オ ット ・ ジ ャ デ ク ス を コ
ン サ ルタ ン ト とし て同 社 に留 め， グ レ ー シ ャ ー哲 学 の 理 論 的 側 面 の研 究 にあ
た らせ た。 ヶ
ブ ラウン とタ ヴ ィ スト ック 調 査 団 の考 え とはか な らず し も一 致 し て い な かっ
た。 それ はブ ラ ウ ン がグ}V ―プ ・ダ イナ ミッ ク スの 調 査 結果 を認 め なっ た こ
と にあ る。 つ ま り， グ ル ー プ ・ダ 千ナ ミ ッ ク スの基 本 仮 説 は， 集 団 は課 業 と
人 間 関係 機 能 の2 つ の機 能 を もつ とい う こ とで あ る。 この 人 間 関 係 機 能 は集
団 が あ る程 度 仕 事 を し な い とい う こ とを 意味 して い る。 つ ま り 第1 段 階 の 失
敗 の 経験 か ら非 公 式 活 動 は時 間 の無 駄 で あ る と考 えた の で あ る10)。
(3） ブラウンの組織概念
グレーシャー計画から導き出されたブラウンとジャックスの2 人の研究成
果を，グレーシャー理論 と呼ぶ。その1 つ，ブラウン,理論は組織構造と組織
プロセスにづいての研究成果であり，いま1 つのジャックス理論は「裁量の
時間幅」と「公正な給料」についての研究成果である。 とくに第2 段階から
同社のコンサルタントとなったジャックスは，精神分析医あるいは社会科学
者としての立場から，工場協議会への報告義務があるとぱいえ事実上はブラ
ウンの共同研究者となうだ。ジャックスの関心は，第2 段階において賃金問
題へと移り，最終的に「裁量の時間幅概念」を開発することになる。この概
念を用いれば，責任を数量的に測定できるだけでなく，検閲機構を設置する
こともできる。グレーシャー計画で開発されたジャックスの「裁量の時間幅」
とブラウンの「仕事の役割理論」との結合は，執行者の機能と業務の範囲を
明らかにする手段 としては有益なものであった。 その点ではグレーシャー理
論は経営実践に役立うたといえよう。ここではテーマの関係からブラウン理
論に焦点を絞ってその特徴と問題点をみてみることにする。
ブラウンは，人が個人的満足を得るために，自身の能力を生かせるような
創造的な活動に就 くことに反対しなかったが，非公式組織の方が，公式組織
よりも順応性が高く，硬直性が低いので，組織構造としては非公式組織がふ
さわしいという考え方には批判的であった呪 公式組織の制度化は,従業員に
明確な準拠枠を提供するという利点がある。このために課業に関する政策や
裁量の範囲を明確にする必要がある。ブラウンは，フアヨール（HenriFayol ）
のようにマネジメントを要素で分析するのではなく，一組の社会システムと
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して組織を認識することが，管理の質の向上につながるという視点で分析を
おこなう。そこで,ブラウンは,組織の目的から合理的に割り出した役割（role）
をもとに設計された課業（task ）からなる業務組織を，下記の4 つのシステ
ムに整備し，この相互作用によって組織を円滑に運営しようとしたのである。
①執行システム（executivesystem ）は，一般に「職階層」「組織図」など
と呼ばれている雇用役割システム（systemofemploymentroles ）のこ
とで，仕事に結びついた地位のネッ訃 ワーク，あるいは企業の事業目的
を達成するためのシステムのことである。
②代表システム（representativessystem) は，具体的には，職場委員や
代表者を通じて個人あるいは集団の意見や不平を企業の一般政策に反映
させる事を目的としたシステムである。
③立法システム（legislativesystem ）は，執行者，代表者，株主，顧客と
いった関係集団間の意見や感情の調整をぱかることを目的 としたシステ
ムである。
④上訴システム（appealssystem ）は，工場協議会 とともに第2 次大戦中
に設置されたもので，上司の決定に異議のある部下が，より上位の権威
者に訴えることを可能にするシステムである≒
このようにブラウンは，業務組織をシステム化し，官僚制化したのである。
彼がこうした組織概念を抱き，設計するに至った背景 としては，戦中戦後に
かけての外部市場の変化，インフオーマル組織への疑問，労使関係の悪化と
いった劣悪な組織環境の改善の要求があったからにほかならない。
ブラウンはその課業論的な組織理論の必要性について次のようにコメント
している13）。
①権限を乱用する人は真に権限を持っていない人である。
②政策決定への権限を従業員に与えると経営の権限が増大する。
③非公式組織は，公式組織よりも厳格である。
④政策は自由を束縛するというよりも，反対により多くの自由を生み出す。
まず①だが,これはブラウンの従業員参加機構についてのコメントである。
例えば，組合がストライキをしなければならない唯一の理由は，あらゆる権
限を経営者から与えられていないからであり，組合に労使関係についての不
満を訴えられる権限を与えるべきであるというのである。これが上訴システ
ムの概念に結び付いている。次の②だが，一般的には逆のことが考えられる
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が， バーナー 円充にい えば， 参加 を認め るこ とで 権゛ 限受 容圏″ が広 が り，
経営 者の権 限が増 える というのであ る。③ の見 解 は， ブ ラウン が人 間関係論
的 な考 えの影 響 を受 けてい るこ とが わか る。 能゛率 の論 理″よ り も 感゛情 の論
理″ の厳 しさを表現 してい るのだろ う。 つ ま り官 僚制 的 組織 が個 人 に自由を
保 証 する とい う もの と同一 の考 え方で あ る。 最後 の④ は， 公式的 に明確 な経
営政 策は，企業 内 の意思決定 に対 して自由裁 量の 余地 を生 じさ せ るというの
で あ る。 た しか に， 規則 の内で は， あ る一定限度 の 自由 を もてるの も事 実で
あ ろ う。 とくに③ と④ は，ブ ラウンの組織 に関 す る考 え方 の核 心であ る。 こ
のよ うな見解 は謹弁 であ るともい えるが，一面で は真 実で もあ る。だが こう
した点 が， グ レ ー シャ ー理論 の受容 を阻 んで い る。 つ まり， その理論の妥 当
性 の有無 とい う点 にの み,多 くの研 究者た ちの 目を向 け てし まっ たのであ る。
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存在理由なくなるという主張であった。3
）阪柳豊秋「人間関係論の特質とその組織論的意義」『経済研究Jno.342 ，明治学
院大学経済学会,1983 年,pp.35 ～65.4
』JohnChild,BritishManagementThought,GeorgeAllen&UnuwinLtd.,1969.J.
チャイルド『経営管理思想J（斎藤毅憲・岡田和秀・高沢十四久訳）文
員堂,1982 年,pp.l54～157.5)Ibid.,pp.172
～173.6
）Ibid.,）.176.7
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を生かす組織 と経営の研究』（北野利信訳）評論社,1970 年,p.226.8
）Ibid。pp.222～223.9)
タスク・マネジメント（taskmanagement) という用語は，現在でば 最適組
織″ とがrequisite 組織″あるいは目標管理 という用語 になっている。10)JoeKelly,"AnAssessmentoftheGlacierSystemofManagement",TheGlacierProject
；ConceptsandCritiques,J.L.Grayed.,Crane,Russak&Company,Inc.,NewYork,1976,p.372.
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11）Brownetal,op.cit,1965,p.l44,153. 「前揚翻訳書Jp.203,216.12
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）JerryL.Gray ，"TheGlacirProject:QuoVadis?",TheGlacierProject:Cone
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むすびにかえて
第2 次大戦初期に軍需産業に転向したグレーシャー金属会社ぱ，最小限度
の人手しか確保できないため大幅な昇進・昇格人事を行った。しかし戦後は
一転して労働力の需給関係が改善されると，本来の職務への異動（降格）が
実施された。この実質的な降格人事が従業員のモラールを低下させることと
なり，下級管理者階層で身分の不均衡による賃金格差が発生し，これを解決
するためにブラウンは組織改革に取り組むのである。こうした社内事情とは
別に，戦後英国政府の政策や技術・労働環境の変化からの影響も考慮する必
要があろう。政府による「完全雇用の達成」政策により，労働者確保競争が
激化し，労働者誘因・定着策 として賃金の急激な上昇が引き起こされた。こ
うした賃金／物価インフレ と失業対策に関してブラウンは，①上訴, ②参加，
③完全雇用， そして④公正賃金といった4 つの権利の確保の必要性を政府に
対して提案する。これを自社で具体化しようとして企てたのがグレーシャー
計画である。
職場内での身分の不均衡による賃金格差を是正して健全な賃金構造を確立
するために，新たなる職務の格付けが必要になり， その結果，全社レベルで
の賃金政策の統制の必要性からジャツクスの「裁量の時間幅」概念が同社で
採用されることになる。一方，技術変化の進展は，国際競争の激化をまねき，
コスト削減を目的とする生産性向上が要請される。そのためにどうしても労
使協力が欠かせず，労使協議制を通じての良好な人間関係が求められるよう
になった。ブラウンは,1930 年代にすでに英国に入っていたメイヨー学派の
哲学（人間関係論）をすぐさま企業経営に採用するが，職場文化を考慮せず
にただ人間関係論的施策のみを重視したために失敗する。こうした背景のも
とでブラウンは，工場全体の人間関係の把握と組織の課業の効漸|生の最大化
葡実現べく旧組織からの構造転換戦略を選択・実行するのである。第2 次大
戦後，彼は一転して課業論へと方針を転換する。つまり，ブラウンは，第1
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に， 強い リーダ ー シップ と高 いカ リ スマ性 によっ て， 次 々 と新 しい経営手法
を導入 し， より高い収益 性 を上 げ よ う とした。 第2 に，従業 員 の 自由裁 量 に
着 目した官僚制組織 を構 築 しよ う とした。 第3 に， 人 間関係 論 と課業論 の考
え方を重視 した， つ まり「人 間の組織」 と仕事 の組織 」 を統合 した「人 間の
仕 事の組織」 を構 築 し よう としたのであ る。
その背景 として， 例 えば， ①戦後 の政 府 によ る完全 雇用維持 政 策が，労 働
者獲 得競争 を激化 させ， その結果， 賃金が急激 に上 昇 し; 賃金構 造が歪 め ら
れるこ とにな り，新 たな職務 の格 付け， 賃金 の設定が急務 となっ た。 ②市 場
競 争の激化 によ るコ スト削 減 と生 産性向上 のた めに労使協力 の必要性 といっ
だの労務管理， 労使 関係管 理面で の環境 の変化 が起っ た ので あ る。 そし て そ
れがジャック スの「公正 仕事 給概念」 と，ブ ラウンの「4 つ の社 会 システ ム」
の構 築の契機 となっ た こ とは間違 い なかろ う。
こう七 てグ レ ー シャー金属会 社で は， 課業 管理が進 め られ るが， 同社 の収
益 は,1948 年 を境 に増減 を繰 り返 し，1950 年代 中頃 には， 収益性 は より悪化
す る。その外生 的原 因は，①市場 の変化（売 手 から買 手 へ），②政 府 の スト ッ
プ ・アンド ・ゴ ー （Stop&Go) 政 策, ③同 社産業 内で の地 位 （自動車 産業
へ の部品提供業 者） にあっ た。 その後，同社 は1964 年 にア ソシエ ー テッド ・
エ ン ジュ アリング ・グ ル ープ(AssociatedEngineeringGroup ）に吸収 さ れ
るが， それが業 績 悪化 の ためか， つ まりはブ ラウンの経営手 腕 の失敗 による
ものなのかは，現 在 の ところは資料 不足 のた め即断で きない （今後 の課題 と
したい）。ただ，ブ ラウンの経営 哲学 が一時的 に とはいえ同 社 の経済 的業 績 に
貢献 したこ と， そして当時 の経営 管理思 想か ら多 くの ものを吸 収 し， それを
実践七だこ とは大 い に評価で きよ う。 しかし，グ レー シャー理 論があ まり に
も一企業 の研 究成果 に依存 していた ために，後世 の研 究者 た ちが その妥当性
の研究にのみ目を向 け,組織 理 論 として昇 華さ れなかっ た こ とは残 念であ る。
しかし， いろ いろ な形で ，英 国経営管 理史の一 頁 に足跡 を遺 したこ とは間違
いないこ とで あ る。
＊本稿の結論の一部は第7 回経営哲学学会全国大会〔1990年9 月14日 於早
稲田大学〕において発表したものである。当日貴重なコメントを下さいまし
た桃山学院大学榎本世彦教授ならびに神戸大学奥林康司教授にはここに記し
て感謝致します。
